
（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年４月版） 

 

摘要 

番号修正 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

番号修正 

（一部削除） 

国の改定に伴い削除 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３
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木

工

事

共

通

編 
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一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

12 １ コンクリート舗装工 

 

（下層路盤工） 

基準高▽ ±40 ±50 ― 基準高は延長 40m 毎に 1 か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。厚さ

は各車線 40m 毎に 1 か所を掘り起こし

て測定。幅は、延長 40m 毎に 1 か所の

割に測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1 か所

の割とし、道路中心線及び端部で測

定。 

 

「３次元計測技術を用いた出来形管理

要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合は、同要領に規定する計測

精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施することができ

る。 

厚さは、個々の測定値が10個に 9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10 個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10 個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

 

厚  さ －45 －15 

幅 －50 
― 

  

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、使用する基層及び加熱

アスファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 ３
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工 
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工 

 

12 ２ コンクリート舗装工 

 

（下層路盤工） 

（面管理の場合） 

基準高▽ ±90 ±90 
＋40 

－15 

＋50 

－15 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）に基づき出来形管理

を実施する場合、その他本基準に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施する場合

に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／㎡（平面投影面積当たり）

以上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。この場合、基準高の

評価は省略する。 

厚さあるい 

は標高較差 
±90 ±90 

＋40 

－15 

＋50 

－15 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一
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舗

装

工 

12 １ コンクリート舗装工 

 

（下層路盤工） 

基準高▽ ±40 ±50 ― 基準高は延長 40m 毎に 1 か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。厚さ

は各車線 40m 毎に 1 か所を掘り起こし

て測定。幅は、延長 40m 毎に 1 か所の

割に測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1 か所

の割とし、道路中心線および端部で測

定。 

 

「３次元計測技術を用いた出来形管理

要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合は、同要領に規定する計測

精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施することができ

る。 

厚さは、個々の測定値が 10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10 個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10 個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、協議により他の方法による

ことが出来る。 

厚  さ －45 －15 

幅 －50 
― 

  

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 
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12 ２ コンクリート舗装工 

 

（下層路盤工） 

 

（面管理の場合） 

基準高▽ ±90 ±90 
＋40 

－15 

＋50 

－15 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）に基づき出来形管理

を実施する場合、その他本基準に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施する場合

に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／㎡（平面投影面積当たり）

以上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。この場合、基準高の

評価は省略する。 

厚さあるい 

は標高較差 
±90 ±90 

＋40 

－15 

＋50 

－15 

  



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年 4 月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３
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事
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編 
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施

工 

６
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工 

 

12 ３ コンクリート舗装工 

 

 粒度調整路盤工 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m毎に1か所の割とし、厚さは

各車線 40m 毎に 1 か所掘り起こして測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とする。そ

の場合は、延長40m毎に1か所の割とし、道

路中心線及び端部で測定。 

厚さは、個々の測定値が 10 個に 9 個以

上の割合で規格値を満足しなければなら

ないとともに、10 個の測定値の平均値

（X10）について満足しなければならな

い。ただし、厚さのデータ数が 10 個未満

の場合は測定値の平均値は適用しない。 

 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取に

より床版等に損傷を与える恐れのある場

合は、協議により他の方法によることが

出来る。 

 

幅 －50 ― ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積が

2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 
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12 ４ コンクリート舗装工 

 

 粒度調整路盤工 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理におい

て「３次元計測技術を用いた出来形管理要

領（案）」に基づき出来形管理を実施する場

合、その他本基準に規定する計測精度・計

測密度を満たす計測方法により出来形管理

を実施する場合に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度と

して±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全て

の点で標高値を算出する。計測密度は１点

／㎡（平面投影面積当たり）以上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標

高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較差

平均値＋設計厚さから求まる高さとの差と

する。 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 
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工

事

共

通
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12 ３ コンクリート舗装工 

 

 粒度調整路盤工 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは各車線 40m 毎に 1 か所掘り起こして

測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とする。

その場合は、延長 40m 毎に 1 か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

 

幅 －50 ― ― 

  
工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 
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12 ４ コンクリート舗装工 

 

 粒度調整路盤工 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理にお

いて「３次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合、その他本基準に規定する計

測精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２
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般

施

工 

６

一

般
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装

工 

 

12 ５ コンクリート舗装工 

 

（セメント（石灰・瀝

青）安定処理工） 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等によりコアー

採取により床版等に損傷を与える恐れ

のある場合は、他の方法によることが

出来る。 

幅 －50 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 
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工 

６

一
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工 

 

12 ６ コンクリート舗装工 

 

（セメント（石灰・瀝

青）安定処理工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理にお

いて「３次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合、その他本基準に規定する計

測精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 ５ コンクリート舗装工 

 

（セメント（石灰・瀝

青）安定処理工） 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等によりコアー

採取により床版等に損傷を与える恐れ

のある場合は、他の方法によることが

出来る。 

幅 －50 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 ６ コンクリート舗装工 

 

（セメント（石灰・瀝

青）安定処理工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理にお

いて「３次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合、その他本基準に規定する計

測精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 7 コンクリート舗装工 

 

（アスファルト中間

層） 

厚  さ －9 －12 －3 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等によりコアー

採取により床版等に損傷を与える恐れ

のある場合は、他の方法によることが

出来る。 

 

幅 －25 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 8 

 

コンクリート舗装工 

 

（アスファルト中間

層） 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-20 -27 -3 

１．３次元データによる出来形管理に 

おいて「３次元計測技術を用いた出来形

管理要領（案）」に基づき出来形管理を

実施する場合、その他本基準に規定する

計測精度・計測密度を満たす計測方法に

より出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 7 コンクリート舗装工 

 

（アスファルト中間

層） 

厚  さ －9 －12 －3 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等によりコアー

採取により床版等に損傷を与える恐れ

のある場合は、他の方法によることが

出来る。 

 

幅 －25 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 8 

 

コンクリート舗装工 

 

（アスファルト中間

層） 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-20 -27 -3 

１．３次元データによる出来形管理に 

おいて「３次元計測技術を用いた出来形

管理要領（案）」に基づき出来形管理を

実施する場合、その他本基準に規定する

計測精度・計測密度を満たす計測方法に

より出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10)  

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 ９ コンクリート舗装工 

 

（コンクリート舗装

版） 

厚  さ －10 －3.5 厚さは各車線の中心付近で型枠据付後

各車線40m 毎に水糸又はレベルにより１

測線当たり横断方向に３か所以上測

定。幅は、延長40m毎に１か所の割で測

定。平坦性は各車線毎に版縁から１m の

線上、全延長とする。 

なお、スリップフォーム工法の場合

は、厚さ管理に関し、打設前に各車線

の中心付近で各車線 200ｍ毎に水糸又は

レベルにより１測線当たり横断方向に

３か所以上路盤の基準高を測定し、測

定打設後に各車線 200m 毎に両側の版端

を測定する。ただし、幅は設計図書の

測点によらず延長 80ｍ以下の間隔で測

定することができる。 

 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

幅 －25 ― 

平 坦 性 ― 

コンクリートの硬

化後 3ｍプロフィ

ルメータ－により

機械舗設の場合 

(σ)2.4mm 以下 

人力舗設の場合 

(σ)3mm 以下 

目地段差 ±2 

隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 

 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10)  

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 ９ コンクリート舗装工 

 

（コンクリート舗装

版） 

厚  さ －10 －3.5 厚さは各車線の中心付近で型枠据付後

各車線40m毎に水糸又はレベルにより１

測線当たり横断方向に３か所以上測

定。幅は、延長40m毎に１か所の割で測

定。平坦性は各車線毎に版縁から１m の

線上、全延長とする。 

なお、スリップフォーム工法の場合

は、厚さ管理に関し、打設前に各車線

の中心付近で各車線 200ｍ毎に水糸又は

レベルにより１測線当たり横断方向に

３か所以上路盤の基準高を測定し、測

定打設後に各車線 200m 毎に両側の版端

を測定する。ただし、幅は設計図書の

測点によらず延長 80ｍ以下の間隔で測

定することができる。 

 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

幅 －25 ― 

平 坦 性 ― 

コンクリートの硬

化後 3ｍプロフィ

ルメータ－により

機械舗設の場合 

(σ)2.4mm 以下 

人力舗設の場合 

(σ)3mm 以下 

目地段差 ±2 

隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 10 コンクリート舗装工 

 

（コンクリート舗装

版工） 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-22 -3.5 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）」に基づき出来形管理

を実施する場合、その他本基準に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施する場合

に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／m2（平面投影面積当たり）以

上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。 

 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

維持工事においては、平坦性の項目を

省略することが出来る 

平 坦 性 ― 

コンクリートの硬

化後 3ｍプロフィ

ルメータ－により

機械舗設の場合 

(σ)2.4mm 以下 

人力舗設の場合 

(σ)3mm 以下 

  

目地段差 ±2 

隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 10 コンクリート舗装工 

 

（コンクリート舗装

版工） 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-22 -3.5 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）」に基づき出来形管理

を実施する場合、その他本基準に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施する場合

に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／m2（平面投影面積当たり）以

上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。 

 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

維持工事においては、平坦性の項目を

省略することが出来る 

平 坦 性 ― 

コンクリートの硬

化後 3ｍプロフィ

ルメータ－により

機械舗設の場合 

(σ)2.4mm 以下 

人力舗設の場合 

(σ)3mm 以下 

  

目地段差 ±2 

隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 

個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の平均 
(X10) 

*面管理の場合は測定
値の平均   

中規
模 
以上 

小規模 
以下 

中規
模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

12 11 コンクリート舗装

工 

 

（転圧コンクリー

ト版工） 

下層路盤工 

基準高▽ ±40 ±50 ― 基準高は延長 40m 毎に 1 か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。厚さ

は各車線 40m 毎に 1 か所を掘り起こし

て測定。幅は、延長 40m 毎に 1か所の

割に測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1か所

の割とし、道路中心線および端部で測

定。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10 個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10 個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

 

 

厚  さ －45 －15 

幅 －50 
― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500t未

満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未満。 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 12 コンクリート舗装

工 

 

（転圧コンクリー

ト版工） 

下層路盤工 

（面管理の場合） 

基準高▽ ±90 ±90 
＋40 

－15 

＋50 

－15 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）」に基づき出来形管

理を実施する場合、その他本基準に規

定する計測精度・計測密度を満たす計

測方法により出来形管理を実施する場

合に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／㎡（平面投影面積当たり）

以上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。この場合、基準高の

評価は省略する。 

厚さある

い 

は標高較

差 

±90 ±90 
＋40 

－15 

＋50 

－15 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 

個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の平均 
(X10) 

*面管理の場合は測定
値の平均   

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

12 11 コンクリート舗装

工 

 

（転圧コンクリー

ト版工） 

下層路盤工 

基準高▽ ±40 ±50 ― 基準高は延長 40m 毎に 1 か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。厚さ

は各車線 40m 毎に 1 か所を掘り起こし

て測定。幅は、延長 40m 毎に 1か所の

割に測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1か所

の割とし、道路中心線及び端部で測

定。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10 個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10 個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

 

 

厚  さ －45 －15 

幅 －50 
― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 12 コンクリート舗装

工 

 

（転圧コンクリー

ト版工） 

下層路盤工 

（面管理の場合） 

基準高▽ ±90 ±90 
＋40 

－15 

＋50 

－15 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）」に基づき出来形管

理を実施する場合、その他本基準に規

定する計測精度・計測密度を満たす計

測方法により出来形管理を実施する場

合に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／㎡（平面投影面積当たり）

以上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。この場合、基準高の

評価は省略する。 

厚さある

い 

は標高較

差 

±90 ±90 
＋40 

－15 

＋50 

－15 

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年４月版） 

 

摘要 

文言修正 

（一部追加） 

国の改定に伴い追加 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 13 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

 粒度調整路盤工 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは各車線 40m 毎に 1 か所掘り起こして

測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とする。

その場合は、延長 40m 毎に 1 か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

幅 －50 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 
３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 14 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

 粒度調整路盤工 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理にお

いて「３次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合、その他本基準に規定する計

測精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 13 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

 粒度調整路盤工 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは各車線 40m 毎に 1 か所掘り起こして

測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とする。

その場合は、延長 40m 毎に 1 か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

幅 －50 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層を加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 14 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

 粒度調整路盤工 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理にお

いて「３次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合、その他本基準に規定する計

測精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） （旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 15 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

セメント（石灰・瀝

青）安定処理工 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

 

「３次元計測技術を用いた出来形管理要

領（案）」の規定による測点の管理方法

を用いることができる。 

 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、協議により他の方法による

ことができる。 

 

幅 －50 ― 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 16 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

セメント（石灰・瀝

青）安定処理工 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理にお

いて「３次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合、その他本基準に規定する計

測精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

 

 

 

 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 15 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

セメント（石灰・瀝

青）安定処理工 

厚  さ －25 －30 －８ 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

 

「３次元計測技術を用いた出来形管理要

領（案）」の規定による測点の管理方法

を用いることができる。 

 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、協議により他の方法による

ことができる。 

 

幅 －50 ― 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 16 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

セメント（石灰・瀝

青）安定処理工 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理にお

いて「３次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）」に基づき出来形管理を実

施する場合、その他本基準に規定する計

測精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

 

 

 

  

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 17 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

アスファルト中間層 

厚  さ －9 －12 －3 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、他の方法によることが出来

る。 

 

幅 －25 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 18 

 

コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

アスファルト中間層 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-20 -27 -3 

１．３次元データによる出来形管理に 

おいて「３次元計測技術を用いた出来形

管理要領（案）」に基づき出来形管理を

実施する場合、その他本基準に規定する

計測精度・計測密度を満たす計測方法に

より出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 17 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

アスファルト中間層 

厚  さ －9 －12 －3 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、厚

さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰを採

取して測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、他の方法によることが出来

る。 

 

幅 －25 ― 

  

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 18 

 

コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

アスファルト中間層 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-20 -27 -3 

１．３次元データによる出来形管理に 

おいて「３次元計測技術を用いた出来形

管理要領（案）」に基づき出来形管理を

実施する場合、その他本基準に規定する

計測精度・計測密度を満たす計測方法に

より出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度

として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全

ての点で標高値を算出する。計測密度は

１点／㎡（平面投影面積当たり）以上と

する。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の

標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場合

は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較

差平均値＋設計厚さから求まる高さとの

差とする。 

  

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 19 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

厚  さ －15 －4.5 厚さは各車線の中心付近で型枠据付

後各車線40m毎に水糸又はレベルにより

１測線当たり横断方向に３か所以上測

定。幅は、延長40m毎に１か所の割で測

定。平坦性は各車線毎に版縁から１m の

線上、全延長とする。 

 

「３次元計測技術を用いた出来形管理

要領（案）」の規定による測点の管理方

法を用いることができる。 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、協議により他の方法による

ことが出来る。 

維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

 

 

 

幅 －35 ― 

平 坦 性 ― 

転圧コンクリート

の硬化後、 

3ｍプロフィルメ

ータ－により 

(σ)2.4mm 以下 

目地段差 ±2 
隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 19 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

厚  さ －15 －4.5 厚さは各車線の中心付近で型枠据付

後各車線40m毎に水糸又はレベルにより

１測線当たり横断方向に３か所以上測

定。幅は、延長40m毎に１か所の割で測

定。平坦性は各車線毎に版縁から１m の

線上、全延長とする。 

 

「３次元計測技術を用いた出来形管理

要領（案）」の規定による測点の管理方

法を用いることができる。 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

コアー採取について 

施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、協議により他の方法による

ことが出来る。 

維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

 

 

 

幅 －35 ― 

平 坦 性 ― 

転圧コンクリート

の硬化後、 

3ｍプロフィルメ

ータ－により 

(σ)2.4mm 以下 

目地段差 ±2 
隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 

  

 

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 
編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 20 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-32 -4.5 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案」に基づき出来形管理

を実施する場合、その他本基準に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施する場合

に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／m2（平面投影面積当たり）以

上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。 

 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が 500t

未満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る 

平 坦 性 ― 

転圧コンクリート

の硬化後、 

3ｍプロフィルメ

ータ－により 

(σ)2.4mm 以下 

  

目地段差 ±2 
隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（X） 

10 個の測定値の
平均 
(X10) 

*面管理の場合は
測定値の平均 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

12 20 コンクリート舗装工 

 

（転圧コンクリート

版工） 

（面管理の場合） 

厚さあるい 

は標高較差 
-32 -4.5 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案」に基づき出来形管理

を実施する場合、その他本基準に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施する場合

に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±4mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／m2（平面投影面積当たり）以

上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層

の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、直下層の目標高さ＋直下層の標

高較差平均値＋設計厚さから求まる高

さとの差とする。 

 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る 

平 坦 性 ― 

転圧コンクリート

の硬化後、 

3ｍプロフィルメ

ータ－により 

(σ)2.4mm 以下 

  

目地段差 ±2 
隣接する各目地に対して、道路中心線

及び端部で測定。 

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 １ ブロック舗装工 

（下層路盤工） 
基準高▽ ±40 ±50 ― 基準高は延長 40m 毎に１か所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。厚さ

は各車線 40m 毎に１か所を掘り起こし

て測定。幅は、延長 40m 毎に１か所の

割に測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1 か所

の割とし、道路中心線及び端部で測

定。 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

厚さは、個々の測定値が 10個に 9個以

上の割合で規格値を満足しなければな

らないとともに、10 個の測定値の平均

値（X10）について満足しなければな

らない。ただし、厚さのデータ数が 10

個未満の場合は測定値の平均値は適用

しない。 

 

 

 

 

 

厚さ －45 －15 

幅 －50 ― 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ２ ブロック舗装工 

（上層路盤工） 

粒度調整路盤工 

厚  さ －25 －30 －8 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは各車線 40m 毎に１か所を掘り起

こして測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1 か所

の割とし、道路中心線及び端部で測

定。 

幅 －50 ― 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 １ ブロック舗装工 

（下層路盤工） 
基準高▽ ±40 ±50 ― 基準高は延長 40m 毎に１ヶ所の割と

し、道路中心線及び端部で測定。厚さ

は各車線 40m 毎に１か所を掘り起こし

て測定。幅は、延長 40m 毎に１か所の

割に測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1 か所

の割とし、道路中心線及び端部で測

定。 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500t未

満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未満。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個以

上の割合で規格値を満足しなければな

らないとともに、10 個の測定値の平均

値（X10）について満足しなければな

らない。ただし、厚さのデータ数が 10

個未満の場合は測定値の平均値は適用

しない。 

 

 

 

 

 

厚さ －45 －15 

幅 －50 ― 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ２ ブロック舗装工 

（上層路盤工） 

粒度調整路盤工 

厚  さ －25 －30 －8 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは各車線 40m 毎に１か所を掘り起

こして測定。 

 

※厚さは、下がり寸法管理も可とす

る。その場合は、延長 40m 毎に 1 か所

の割とし、道路中心線及び端部で測

定。 

幅 －50 ― 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ３ ブロック舗装工 

（上層路盤工） 

 セメント（石灰） 

 安定処理工 

厚  さ －25 －30 －8 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰ

を採取もしくは堀り起こして測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500t未

満あるいは施工面積が 2,000 ㎡未満。 

厚さは、個々の測定値が10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10 個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10 個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

コアー採取等について 

 施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、協議により他の方法による

ことが出来る。 

 

幅 －50 ― 

  

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ４ ブロック舗装工 

（加熱アスファルト

安定処理工） 

厚  さ －15 －20 －5 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰ

を採取もしくは堀り起こして測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

幅 －50 ― 

  

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ５ ブロック舗装工 

（基層工） 
厚  さ －9 －12 －3 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰ

を採取もしくは堀り起こして測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

幅 －25 ― 

  

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測定項目 

規 格 値 

測  定  基  準 測  定  箇  所 
個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均 
(X10) 

中規模 
以上 

小規模 
以下 

中規模 
以上 

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ３ ブロック舗装工 

（上層路盤工） 

 セメント（石灰） 

 安定処理工 

厚  さ －25 －30 －8 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰ

を採取もしくは堀り起こして測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

工事規模の考え方 

中規模とは、１層あたりの施工面積

が 2,000 ㎡以上とする。 

小規模とは、施工面積が 2,000 ㎡未

満。 

厚さは、個々の測定値が 10個に9個

以上の割合で規格値を満足しなければ

ならないとともに、10 個の測定値の平

均値（X10）について満足しなければ

ならない。ただし、厚さのデータ数が

10 個未満の場合は測定値の平均値は適

用しない。 

 

コアー採取等について 

 施工面積や橋面舗装等でコアー採取

により床版等に損傷を与える恐れのあ

る場合は、協議により他の方法による

ことが出来る。 

 

幅 －50 ― 

  

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ４ ブロック舗装工 

（加熱アスファルト

安定処理工） 

厚  さ －15 －20 －5 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰ

を採取もしくは堀り起こして測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

幅 －50 ― 

  

３

土

木

工

事

共

通

編 

２

一

般

施

工 

６

一

般

舗

装

工 

 

 

 

 

 

 

14 ５ ブロック舗装工 

（基層工） 
厚  さ －9 －12 －3 幅は、延長 40m 毎に 1 か所の割とし、

厚さは下記【測定箇所数】によりｺｱｰ

を採取もしくは堀り起こして測定。 

 

【測定箇所数】 

3,000 ㎡以下 3 個 

3,001～10,000 ㎡以下 10 個 

10,001～20,000 ㎡以下 20 個 

幅 －25 ― 

  

 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 



（新）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和８年 11 月版） 

 

（旧）神奈川県 土木工事施工管理基準（令和 8 年４月版） 

 

摘要 

（一部修正） 

国の改定に伴い修正 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 

８

道

路

編 

３

橋

梁

下

部 

３

工

場

製

作

工 

３  鋼製橋脚製作工 

部 

 

材 

脚柱とベースプレ

ートの鉛直度 

δ（mm） 

w/500 

各脚柱、ベースプレートを測定。 

脚柱

ベースプレート
δ

ｗ
 

ベ
ー

ス
プ
レ
ー

ト 

孔の位置 ±2 

全数を測定。 

ｄ
 

孔の径 d 0～5 

全数を測定。 

仮 

 

組 

 

立 

 

時 

柱の中心間隔、 

対角長 L（ｍ） 

±5… 

  L≦10ｍ 

±10… 

10＜L≦20ｍ 

± (10 ＋ (L －

20)/10) … 

  20ｍ＜L 

両端部及び片持ばり部を測定。 

Ｌ

Ｌ

Ｌ
Ｌ

Ｌ

Ｌ

 

はりのキャンバー

及び柱の曲がり 

δ（mm） 

L/1,000 

各主構の各格点を測定。 

側面図 正面図

δ δ δ δ

 

柱 の 鉛 直 度 

δ（mm） 

10…H≦10 

 

H…H＞10 

各柱及び片持ばり部を測定。 

 

H：高さ（ｍ） 
Ｈ

側面図 正面図

δ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 

８

道

路

編 

３

橋

梁

下

部 

３

工

場

製

作

工 

３  鋼製橋脚製作工 

部 

 

材 

橋脚柱とベースプ

レートの鉛直度 

δ（mm） 

w/500 

各橋脚注、ベースプレートを測定。 

脚柱

ベースプレート
δ

ｗ
 

ベ
ー
ス
プ

レ
ー
ト 

孔の位置 ±2 

全数を測定。 

ｄ
 

孔の径 d 0～5 

全数を測定。 

仮 

 

組 

 

立 

 

時 

柱の中心間隔、 

対角長 L（ｍ） 

±5… 

  L≦10ｍ 

±10… 

10＜L≦20ｍ 

± (10 ＋ (L －

20)/10) … 

  20ｍ＜L 

両端部及び片持ばり部を測定。 

Ｌ

Ｌ

Ｌ
Ｌ

Ｌ

Ｌ

 

はりのキャンバー

及び柱の曲がり 

δ（mm） 

L/1,000 

各主構の各格点を測定。 

側面図 正面図

δ δ δ δ

 

柱 の 鉛 直 度 

δ（mm） 

10…H≦10 

 

H…H＞10 

各柱及び片持ばり部を測定。 

 

H：高さ（ｍ） 
Ｈ

側面図 正面図

δ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 


